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6.基本設計概要表 
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基本設計概要表(無償資金協力) 

1. 対象事業名 

ミャンマー連邦 日本・ミャンマー人材開発センター建設計画 

2. 我が国が援助することの必要性・妥当性 

(1) 我が国の援助対象国としての位置づけ 

 
ミャンマーは、我が国と緊密で有効な関係を有し、独立後一貫して親日国であること、及

び同国の大きな開発ニーズをふまえ、他の東南アジア諸国と並んで我が国援助の重点国の

一つとして位置付けられていた。しかし、88 年の政変以降は、一定分野を除いてミャン

マーへの経済協力は実質上停止されていた。 

 
95 年 7 月のスー・チー女史の自宅軟禁解除等に見られる事態の進展を受け、上記方針を

一部見直し、同国の民主化及び人権状況の改善を見守りつつ、当面は既往継続案件や民衆

に直接裨益する基礎生活分野の案件を中心に個別に検討の上実施するとの方針に基づき

協力が実施されている。 

 

(2) 当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性 

 
ミャンマーは、1988 年の政権交代を機に社会主義経済政策等を放棄、市場経済化・対外

開放を国家目標に掲げ、その推進に取組んでいる。一方、我が国はアジアの市場経済化移

行国を対象として、市場経済化を担う実務人材の育成を日本の特色を生かして実施するこ

とを目指した通称「日本センター」の設置を進めている。 

 
市場経済化移行国においては、法律や制度の整備、経済・経営面での改革、市場経済化に

対応する人材の育成などソフト面での整備が重要であるところ、人材の育成を通じて市場

経済化の推進を企図する「日本センター」プロジェクトは、上述のミャンマーの国家目標

に合致している。また、ミャンマーには、「経済・経営コース」を提供する機関が官民と

もにいくつか存在するが、実践性に徹し、かつグローバルな性格を備えたコースは限られ

ており、カバーできていない分野も多々あることからも看取されるように、市場経済化推

進の必要性・必然性を背景としたニーズの増大に質量ともに対処できておらず、市場経済

化を担う人材として最低限のものを確保する意味からも、かかるコースの設置が望まれて

いる。さらに、「日本語教育」「交流事業」ともに、「日本の顔」を効果的に表現し、セ

ンターの活性化を図る意味からも実施に意義が認められる。 

 
本計画は、右プロジェクトを施設、機材面で支援するものである。 
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3. 協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

ヤンゴンにおいて、日本・ミャンマー人材開発センターを建設することにより、国際経営・

経済分野における人的資源の開発およびミャンマー日本間の交流・協力を図ることを目的

とする。 

4. 協力対象事業の内容 

(1) 対象地域 

ミャンマー国ヤンゴン市 

 
(2) アウトプット 

ヤンゴンに人材育成と国際交流のための施設／機材が整備される。 

 
(3) インプット 

日本・ミャンマー人材開発センターのビジネス講座、日本語講座、交流事業の各活動で

必要とされる施設建設および機材調達 

 
1) 施設： セミナー室 2 室、コンピュータ室 1 室、図書室 1 室、文化交流室 2 室、事務

管理部門諸室 7 室、講堂 

2) 機材・備品（視聴覚機材、大型ディスプレイシステム、家具）：合計約 750 アイテム 

 
(4) 総事業費 

総額 4.54 億円: 日本側 4.36 億円（ミャンマー側 0.18 億円） 

 
(5) スケジュール 

詳細設計期間を含め約 18 ヶ月の工期を予定 

 
(6) 実施体制 

主管官庁および実施機関：教育省高等教育局（DHE） 

5. プロジェクトの成果 

(1) プロジェクト裨益対象の範囲及び規模： 

ヤンゴン市（センター利用者） 

裨益人口：ヤンゴン市人口 約 520 万人 
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 (2) 事業の目的（プロジェクト目標）達成を示す成果指標（予定通り 2003 年 9 月にプロジェ

クトが開始される場合）： 
 

① センター主催のビジネス講座受講者数。 

ビジネス講座の受講者数 

       年 

受講者数 

2003 
(9 月～） 

2004 2005 2006 2007 2008 
(～8 月) 

長期ｺｰｽ 

（6 ヶ月） 

- - 年 2 回 
各回 30 名 
計 60 名 

年 2 回 
各回 30 名 
計 60 名 

年 2 回 
各回 30 名 
計 60 名 

年 1 回 
各回 30 名 
計 30 名 

中期ｺｰｽ 

（3－14 日） 

年 2 回 
各回 30 名 
計 60 名 

年 4 回 
各回 30 名 
計 120 名 

年 4 回 
各回 30 名 
計 120 名 

年 4 回 
各回 30 名 
計 120 名 

年 4 回 
各回 30 名 
計 120 名 

年 2 回 
各回 30 名 
計 60 名 

短期ｺｰｽ（ｾﾐﾅｰ） 

（半日） 

- 年 12 回 
各 150 名 
計 1800 名 

年 12 回 
各 150 名 
計 1800 名 

年 12 回 
各 150 名 
計 1800 名 

年 12 回 
各 150 名 
計 1800 名 

年 6 回 
各 150 名 
計 900 名 

 
② センター主催の日本語講座受講者数。 

日本語講座の受講者数 

       年 

受講者数 

2003 
(9 月～) 

2004 2005 2006 2007 2008 
(～8 月) 

中級ｺｰｽ（9 ヶ月） - - 20 名 20 名 20 名 20 名 

上級ｺｰｽ（9 ヶ月） - - 20 名 20 名 20 名 20 名 

専門ｺｰｽ（2 週間） - 年 6 回 
各回 20 名 
計 120 名 

年 6 回 
各回 20 名 
計 120 名 

年 6 回 
各回 20 名 
計 120 名 

年 6 回 
各回 20 名 
計 120 名 

年 3 回 
各回 20 名 
計 60 名 

注：専門ｺｰｽでは、通訳翻訳ｺｰｽ、ｶﾞｲﾄﾞｺｰｽ、等を予定。 

③センター内図書館の利用者数 年間で 15,000 人以上 

6. 外部要因リスク 

(1) 市場経済化推進の政策が大きく変更することなく継続される。 

(2) 企業のビジネスおよび日本語研修ニーズが増大し、センター提供のコース受講のインセンテ

ィブが保持される。 

(3) ミャンマーの民主化が促進され、無償資金協力が実施できる環境が確保される。 

7. 今後の評価計画 

(1) 事後評価に用いる成果指標 

① センター主催のビジネス講座における受講者数及び修了者数。 

② センター主催の日本語講座における受講者数及び修了者数。 

③ センター内図書館の利用者数 

(2) 評価タイミング 

2005 年以降（技術協力プロジェクトの終了のタイミングに合わせて行う。） 

（技術協力プロジェクトの評価スケジュール） 

中間時評価：2006 年 2 月（プロジェクト開始から 2 年 6 ヶ月） 

終了時評価：2008 年 5 月（プロジェクト終了 3 ヶ月前） 
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